
実績報告書 (処遇改善加算)作成用 基本情報入カシート
Rフ処遇改善加算実績報告豊

●はじめに本シート(基本情報入カシート)の責色セルに入力することで、介護職員等処遇改善加算(以下、処遇改善加算)の対象事業所等に関する基本的な情報が、各様
式に自動的に転記されます。

【注意】本シーHよ様式作成用のため、本実績報告書の提出を紙で行う場合、本シートの提出は不要です。ただし、自治体に電子媒体で提出する場合は、
本シートを削除せずそのまま提出してください。

●「別紙様式31」を完成させるには、「基本情報入カシート」「別紙株式32」から転口己される情報が必要です。まずはこれらのシートを完成させてください。

●「別紙様式3-1」に記載する処遇改善加算による賃金改善の所要額について、具体的な算出方法は問いませんが、各職員に対し、処遇改善加算を原資として行つた
賃金改善額を積み上げる(足し上げる)などの適切な方法により算出してください。
また、「賃金額」を記入する襴には、基本給、手当、賞与等(退職手当を除く。)を含む金額を記入してください。

1 提出先に関する情報
処遇改善加算の届出に係る提出先(指定権者)の名称を入力してください。

2基本情報
下表に必要事項を入力してください。記入

3処遇改善加算対象事業所に関する情報
下表に必要事項を入力してください。記入内容が別紙様式32に反映されます。

ワークシート

入力の流れ
基本情報

入カシート
様式3‐2 様式3‐1

一部自動転記一部自動転記

節 ω

神戸市提出先の指定権者名

フリガナ ニニンドウシンカイ法人名

名称 社会福祉法人 二人同心会

一イ 6 5 8 0 0 5 3

住所 1(番地・住居番号まで) 神戸市東灘区住吉宮町3417
法人住所

住所 2(建物名等 )

理事長職名法人代表者

氏名 奥平浩太郎

フリガナ カツラ メイジョウ書類作成

担当者 氏名 桂 明浄

電話番号 378-811-2344

(atsura@ninindOshinkai or D

連絡先

E―ma‖

通し番号 介護保険事業所番号 指定権者名

事業所の所在地

事業所名 サービス名
サービス
コード

都道府県 市区町村

1 2870100225 神戸市 兵庫県 神戸市 博別養護老人ホームセ ラ ウィ 介護老人福祉施設サービス 51

2 2870100225 神戸市 兵庫県 神戸市 騰別婆震老人ホームセラウィ 短期入所生活介護 21

3 2870100225 神戸市 兵庫県 神戸市 勝別養護老人ホームセ ラ ブィ 訪問介護 11

4 2870100225 神戸市 兵庫県 神戸市 静別婆護老人ホームセ ラ ウィ 訪問型サービス(独 自) A2

5 2870100928 神戸市 兵庫県 神戸市 東灘在宅福祉センター 通所介護 15

6 2870100928 神戸市 兵庫県 神戸市 東激在宅福祉センター 通所型サービス(独 自) A6

7 2870100340 神戸市 兵庫県 神戸市 庄吉南町デイサービス 地域密着型通所介護 フ8

8 2870100340 神戸市 兵庫県 神戸市 L古商町デイサービス 通所型サービス(独 自) A6

9 2870100225 神戸市 兵庫県 神戸市 l寺別養護老人ホームセラヴィ 介護予防短期入所生活介護 24

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19



フリカナ

法人名

シヤカイフクシホウジン ニニンドウシンカイ

社会福祉法人 二人同心会

法人所在地
〒 658-0053
神戸市東灘区住吉

フリガナ カツラ メイジョウ

書類作成担当者 桂 明浄

連絡先 電話番号 078-811-2344 E―mail katsura@ninindoshinkai orjp

別紙様式3-1 提出先 神戸市

介護職員等処遇改善加算 実績報告書 (令和7年度)

1基本情報

2実 績報告について
(1)加算額以上の賃金改善について(全体)

算定した加算の合計

① 令和7年度の加算額 b 38,378,224 円

② 令和6年度に令和7年度の賃金改善に充てるために繰り越した額 0 円

③ 令和7年度に賃金改善が必要な額(a+b) b 38,378,224 円

命 キl17年度 の 賃 金 改 吾後

④ (③の額以上となること。介護人材確保・職場環境改善等事業から人件費に充てた額を除
く。)

39,252,220 円

【記入上の注意】

・ (d】こは、処遇改善加算の算定により実施する介護職員の賃金改善の額を計算し、記入すること。その際、加算による賃金改善を行つた場合の法定福利費等の事業主負担の
増加分を含めることができる。

(2)加算以外の部分で賃金水準を下げないことについて

① 令和7年度の加算の影響を除いた賃金額 (e) 87,751,424 円

lfl 127,003,644 円

(g) 391252,220 円

(h) 0 円

②魯魏諾Я磐諾醐 謎爾
枡いた

6) 85,057,886 円

0) 125,536,502 円

(k) 39,964,706 円

513,910 円

(m) 0 円

【記入上の注意】
・ C)には、職員構成が変わつた等の事由により、例えば、本年度に入職 (退職)した職員と同等の賃金水準の職員が前年度から在籍していた(いなかつた)ものと仮定して計算
するなどの方法により、今年度との比較に適した値に修正することが可能である。

・ (k)は、国民健康保険団体連合会から送付される「介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」及び「介護職員処遇改善加算等内訳のお知らせ」に基づいて記入すること。(ゆ
は、国民健康保険団体連合会から送付される「介護職員処遇改善支援補助金支払額通知書」及び「介護職員処遇改善支援補助金支払額内訳書」に基づいて記戦するこ
と。

・ (m)の独自の賃金改善額とは、令和6年度における独自の賃金改善分(初めて処遇改善加算を取得した年度以降に新たに行つたものに限る。旧3加算・処遇改善加算そのも
のの配分を除く。)をいうものであり、処遇改善加算等の加算額を超えて賃金改善を行つた場合にはその金額も含む。(m】こ計上する金額がある場合には、必ず「2(3)令和
6年度の独自の賃金改善(処遇改善加算等の配分以外の独自の賃金額)」桐に支給額、方法等の具体的な賃金改善の内容を記載すること。

(3)令和6年度の独自の賃金改善 (処遇改善加算等の配分以外の独自の賃金額 )

・ 2(2)②(工 )の「令和6年度の各介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」に計上する場合は記戦すること。

蒻

姻

圃

羽



3介護職員等処遇改善加算の要件について
(1)月 額賃金改善要件 I(処遇改善加算Vの 1/2以上の月額賃金改善)【処遇改善加算 I～Ⅳ】

羽
(2)月 額賃金改善要件Ⅱ(旧ベア加算相当の2/3以上の新規の月額賃金改善)【処遇改善加算 I～ IV】
※令和7年3月 時点で処遇改善加算V(1)・ (3)・ (5)・ (6)・ (8)・ (10)・ (11)・ (12)・ (14)を算定していた事業所のみ

すべての事業所において要件を満たす。(別紙様式3-2から転記)

①処遇改善加算Ⅳ相当の加算額の1/2 12,398,402 円

②処遇改善加算による賃金改善額のうち、月額賃金改善による額
(①の額以上となること)

14,677,650 円

すべての対象事業所において要件をみたす。(別紙様式3-2から転記)

(3)キャリアパス要件 I・ Ⅲ【処遇改善加算 I～ V】※要件 I・ Ⅱの両方を満たすこと。

キヤリアパス要件 I(任用要件・賃金体系の整備等)

パス要件Ⅱ(研修の実施等)

(4)キャリアパス要件Ⅲ(昇給の仕組みの整備等)【処遇改善加算 I～Ⅲ】

ノ ) ること。

…

日 のイからハまでのすべての基準を満たす。

イ る職位、職責又は職務内容等の要件を定めてい

ロ ている。げる職位、職責又は職務内容等に応

口について、就業規則等の 全ての介護職員に周知している。

日 次のイと口の両方の基準を満たす。

介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見交換しながら、資質向上の目標及び①・②のうち少なくともいずれかに関する具体的な計画を策定
し、研修の実施又は研修の機会を確保している。

資質向上のための計画に沿つて、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う。 ※当
該取組の内容について以下に記載すること

∃ ①

感染症研修の内部研修を外部講師を招いて実施した。年に1回の計画的な個人面談を通じて法人の評価シートに基づいた能力評価を実施

※当該取組の内容について以下に記戦すること資格取得のための支援の実施

イ

イの実現のた
めの具体的な
取組内容
(該当する項
目にチェック
(ア )した上で、
具体的な内容
を記載 )

コ ②
受講費用の負担を法人負担し資格取得に対して給与ベースアップを設ける。

日 イについて、全ての介護職員に周知している。

計画書で記載した内容から変更がない場合は左欄にチェック(7)すること。

日 のイと日の両方の基準を満たす。

イ 介護職員について、経験着しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けている。

具体的な仕組
みの内容 (該
当するもの全
てにチェック
(ア )するこ
と。)

∃ ①
経験に応じて昇給する仕組み
※「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みを指す。

コ ②
資格等に応じて昇給する仕組み
※「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組みを指す。ただし、介護福祉士資格を有して就業する者についても昇
給が図られる仕組みであることを要する。

コ ③

一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み
※「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みを指す。ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要す
る。

ロ イについて、全ての介護職員に同知している。



(5)キャリアパス要件Ⅳ(改善後の賃金要件)【処遇改善加算 I・ Ⅱ】

処遇改善加算 I・ Ⅱ
(「令和7年度の算定期間①」の期間について)

処遇改善加算 I・ Ⅱの要件
(「令和7年度の算定予定②」の期間について)

0 (別紙様式3-2「キャリアパス要件Ⅳ」の欄から転記)

(別紙様式3-2「キャリアパス要件Ⅳ」の欄から転記)

⇒
　
　
　
　
　
⇒

Ｆ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｌ

□

□

□

□

(6)職場環境等要件

介護人材確保・職場環境改善等補助金の要件を満たしており、補助金を申請済であるため、
令和7年度中の職場環境等要件の適用が猶予される。 匠

補助金を申請しなかつた場合、各加算区分の算定に必要な職場環境等要件を満たす
※こちらを選択する場合には、下記の職場環境等要件の表にチェックをしてください。

―
 O

【処遇改善加算 I・ I】
⇒・計画書の時点で実施済みだった項目及び令和7年度中に対応すると誓約していた項目にチェック(7)す ること。

該 当

「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を合む心身の健康管理」
及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに2以上の取組を実施すること。
「生産性向上のための取組」のうち3以上の取組(うち①又は①は必須)を実施すること。

区 分 内容

コ ①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

コ ②事業者の共同による採用・人事ローテーシヨン・研修のための制度構築

ヨ ③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築(採用の実績でも可)
入職促進に向
けた取組

]④ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

コ2禦撃蛛好端 Ч藩爾誠:福羅み安循紫詔繁鞠穆!言雪紹雇録与瑚 鞣跡曇蕪撃する
ユニッW―ダ制

□ ⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

]⑦ エルダー・メンター(仕事やメンタル面のサポート等をする担当者)制度等導入

資質の向上や
キヤリアアップ
に向けた支援

日 ⑥上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ・働き方等に関する定期的な相談の機会の確保

コ ◎子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための体業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

∃ ⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備

コ留Я整そ饂 縦送総配だ塩轟詑∵ゴ宅な
=き

長学温受弱留亀乱塚踊姥驀ξ聯
の鯉を年lこ●回取得、脩日数のうち●%以上を取御を

両立支援・多
様な働き方の
推進

二]⑫有給休暇の取得促進のため、情報共有や複数担当制等により、業務の属人化の解消、業務配分の偏りの解消を行つている

コ ①業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓回の設置等相談体制の充実

日 ⑩短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施

コ ⑮介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、職員に対する腰痛対策の研修、管理者に対する雇用管理改善の研修等の実施

腰痛を含む心
身の健康管理

コ ⑩事故・トラブルヘの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

コ 冨深 偵ぜ
示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築(委員会やプロジェクトチームの立ち上げ、外部の研修会の活用

」 ⑩現場の課題の見える化(課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施等)を実施している

コ ⑩5S活動(業務管理の手法の1つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとつたもの)等の実践による職場環境の整備を行つている

回 ⑩業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減を行つている

日 ④介護ソフト(記録、情報共有、請求業務転記が不要なもの。)、 情報端末(タブレット端末、スマートフオン端末等)の導入

コ 軍砲託暑G習ヽ5属ユ葛倦 慈露 鉄
移動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支援等)又はインカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資すaCT機

④業務内容の明確化と役割分担を行い、介護職員がケアに集中できる環境を整備。特に、間接業務(食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイク、ゴミ捨て
等)がある場合は、いわゆる介護助手等の活用や外注等で担うなど、役割の見直しやシフトの組み換え等を行う。コ

生産性向上の
ための取組

□
ё各種委員会の共同設置、各種指針・計画の共同策定、物品の共同購入等の事務処理部門の集約、共同で行うICTインフラの整備、人事管理システムや
福利厚生システム等の共通化等、協働化を通じた職場環境の改善に向けた取組の実施

コ ④ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

コ ⑩地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

コ ②利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

やりがい・働き
がいの醸成

□ ④ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供



(7)その他 (指定権者に対する特段の連絡事項等がある場合等については、以下の相に記載すること。)

※ 給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は、指定権者からの求めがあつた場合に速やかに提出できるよう、適切に保管しておくこと。

※ 本様式への虚偽記載のほか、処遇改善加算の請求に関して不正があった場合及び指定権者からの求めに応じて書類の提出を行うことができなかった場合は

返還や指定取消となる場合がある。
介護報酬の

(確認用)提 出前のチェックリスト
・ 以下の項目に「X」がないか、提出前に確認すること。「X」がある場合、当該項目の記載を修正すること。
※ 空欄が表示される項目は、記入が不要であるため対応する必要はない。

2実 績報告について
(1)加算額以上の賃金改善を行つている

(2)1加算以外の部分で賃金水準を下げていない

本実績報告書の記載内容・確認事項の内容に間違いありません。
記載内容を証明する資料を適切に保管することを誓約します。
また、令和7年度に繰り越した額(2(1)② )がある場合は、全額を令和7年度の更なる賃金改善に売て、
期間中に事業所が休廃上した場合、一時金等により介護職員その他の職員の賃金として配分しました。

令和  8 年  7 月 10 日   法人名  社会福祉法人 二人同心会
代表者   職名 理事長      氏名 奥平浩太郎

ついて3

(1) 月額賃金改善要件 I 処遇改善加算Ⅳ相当の加算額の1/2以上の月額賃金改善を行つていること

(2) 月額賃金改善要件Ⅱ 旧ベースアップ等加算相当の2/3以上の新規の月額賃金改善を行つていること

(3) キャリアパス要件 I・ Ⅱ キャリアパス要件 I(任用要件・賃金体系の整備等)とキヤリアパス要件Ⅱ(研修の実施等)の両方を満たすこと

(4) キヤリアパス要件Ⅲ キャリアパス要件Ⅲ(昇給の仕組みの整備等)を満たすこと

(5) キャリアパス要件Ⅳ
改善後の賃金が年額440万円以上となる者の数が事業所あたり刊以上となつていること。ただし、満たさない場合は、小
規模事業所等である等の理由を記載すること

(6) 職場環境等要件 介護人材確保・職場環境改善等補助金を申請済である又は各加算区分の算定に必要な要件を満たしていること

|

f)



別紙様式3-2個票(令和7年 4月 以降分)

383782241円

12,398.4021n

中

処遇改善加算の加算額 [円 ]

【記入上の注意】
本表に記載する事業所は、計画との「別紙様式2-2」 こ記載した事案所と一致しなければならない。
事業所ごとの加算の総額は、国民健康保険団体連合会から送付される「介護織員等処遇改善加算総霞のお知らせ」及び「介護職員年処遇改善加算内訳のお知らせ」に基づいて記入すること。

キヤリアンミス要件Wについて

4

0

0

改善後の資金が年額

“

0万円以上となる者の数

処週改善加算 I 江の算定を届け出た事共所数
(短期入所・予防 総合事業ての重複除く)

改善後の資金が年鎮

“

0万 円以上となる者の数

(短期入所 予防・総合事業てのこ複除く)

処遇改善加算
(令和7年度の
算定期間①)

処遇改善加算
(令和7年度の
算定期間②
(区分変更後))

神戸市提出先

二人同心会法人名

介護職員等処遇改善加算

令和7年度の算定期間②(令和7年度内の区分変更後)

キヤリアパス
要件Ⅳ

改と後の資金
要件 (年観4資 0万

す磯え数「人〕

朧
監
郵
Ⅱ

新規に増加す
る旧ベースアッ
プ等加算相当
の加算の見込
額 [日 ]

月額賃金
改善要件
I

加算Ⅳ相当
の加算額の
1/2

加算の総額
[円 ]

令和7年度内
の区分変更後

`こ算定した加算
区分

令和7年度の算定期間①

キヤリアパス
要件Ⅳ

改善後の資金要

件 (年額440万 P,以
上)を

'萄

たすB碑員

数[大 ]

月額
賃金
要件
エ

新規に増加す
る旧ベース

アップ等加算
相当の加算の

見込額 [円 ]

瀬
壁
轄
離
‐
0

O

O

0

O

○

○

O

O

加算Ⅳ相当
の加算額の
1/2

加算の総額
[円 ]

■588595

算定した
加算区分

処遇改善加算 I

処遇改善加算 1

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算Ⅱ

処遇改善加算Ц

処遇改善,コ算 I

令和 7年 3月
時点の算定状

況

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算 :

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算 I

処遇改善加算Ⅱ

処遇改善加算エ

処遇改善加算 I

サービス名

介護老人福祉施設サービス

短期入所生活介護

訪間介護

訪間型サービス(独 自)

邑所介護

通所型サービス (独 自)

地域″着型通所介護

通所型サービス (独 自)

介護予防短期入所生活介護

事業所名

東ぬ在宅福祉センター

東灘在宅福祉センター

住吉南町デイサービス

住吉南町デイサービス

事業所の所在地

市区町村

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

都道府県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

兵庫県

指定権者

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

神戸市

介護保険
事業所
番号


